
PSTNからのネットワーク移行・固定電話発信切替
――安全な切替STEPと事前準備
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網内⇒網間の段階的切替による
安全性向上

従来のSTM-POI（Point Of Interface）
での相互接続においては，各事業者が
NTT東日本・西日本（NTT東西）の交換
機 を ハ ブ とし て 接 続し て い まし た が，
IP-POIでの相互接続においてはすべての事
業者間をそれぞれ 1 対 1 でIP-IP接続する
こととなります．中継・信号交換機の維持
限界である2025年までにIP-IP接続へ確実
に切り替えるためには，切替の順序性を整
理し，各手順のスケジュールを明確にした
うえで，各事業者間で綿密に検討・調整す
ることで，切替工程を安全かつ効率的に進
めることが必要でした（図 1）．

NTT東西と接続事業者との網間切替の
前に，まずはNTT東西の網内で，ひかり
電話発固定電話着の切替を行い，網内でド
メインルーチングを開始しました．

ここで初めてドメインルーチングを行う
ことになりますので，事前の機能確認試験
として，開発検証環境およびフィールドイ
ンベスティゲーション（FI）環境でサービ
スバリエーション試験を行いました．具体
的にはユーザ種別（固定電話，ひかり電話，
番号ポータビリティ）・接続パターン・付
加サービスパターン・端末種別（ビジネス
ホン，FAX等含め）を網羅した，約600～
700項目のバリエーション試験を実施する
ことで，ネットワーク移行に伴う接続，サー
ビスの品質担保を実施しました．

次に，網間の切替の中でもまずはNTT
東西のひかり電話発，および他事業者発固

定電話着の切替を行いました．
網間切替にあたっては，自社検証環境

での検証に加えて，各接続事業者の検証
環 境 と 接 続 し た 相 互 接 続 試 験（IOT：
Inter Operability Testing）を行い，事業
者間の信号差分等による不具合解消を行い
ました．また発信切替の際には，切替後の
正常性確認は30分以内での確認完了をめざ
し，切替対象呼種の接続試験，トラフィッ
ク状況の正常性確認，ユーザ申告状況確認
を速やかに実施し，万が一不具合があった

場合は切り戻す判断を行う体制を確立する
とともに，切戻し手順も事前に整理したう
えで臨みました．

NTT東西のひかり電話発の切替が全接
続事業者との間で完了した後，いよいよ
NTT東西の固定電話発の切替に着手しま
した．NTT東西の固定電話発切替ではサー
ビスの差分（一部サービスの廃止等）が生
じることを踏まえ，事前のお客さまおよび
各事業者への周知や，切替過渡期のお客さ
ま影響を極力少なくする等の観点から，切
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図図11 網網内内⇒⇒網網間間のの段段階階的的なな切切替替
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※図はすべてそのまま
掲載予定ですので，使
用許諾をお願いします．

9/3 修正点
番号解決サーバ（ENUM）、相互接続
サーバ（NNI-SBC）は2編でアルファ
ベット表記をしているので、本図中
様にアルファベット記載としました

図 1　網内⇒網間の段階的な切替
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替開始時期は極力後ろ倒しにするとともに，
2025年初頭までに確実な切替を完了させる
ため，切替に必要な期間を逆算し，2024年
初頭からの 1 年間で切替を実施する計画と
しました．また，固定電話発切替を開始す
る時点までに，NTT東西ひかり電話発他
事業者着のIP-POI接続ルートを確立して
おくことで，固定電話発切替の手順簡素化，
およびIP-POI接続ルートの正常性確認を
行い，切替によるトラブルリスクを極力抑
制するスケジュールとしました．固定電話
発切替における品質向上の取り組みについ
ては，後ほど詳述します．

なお，サービス呼（0AB0：フリーダイ
ヤル，ナビダイヤル等）について，PSTN
マイグレーション後は「発信事業者→サー
ビス提供事業者」と「サービス提供事業者
→着信事業者」の 2 区間で接続する方式と
なります．サービス呼（0AB0）の切替に
おいても一般呼と同様に，着信側の準備完
了後に発信側の切替を行います．すなわち，
まず「サービス提供事業者→着信事業者」

の切替を先に行い，呼接続や課金等の正常
性を確認後に，「発信事業者→サービス提
供事業者」の切替を行うこととしました．

2 区間の切替に順序性を持たせない場合
は，切替過渡期において，各接続事業者の
それぞれの区間でSTM-POI接続とIP-POI
接続が混在することになります．その場合，
サービス提供事業者にてSTM/IP間でイン
タワークする機能が必要となってしまいま
す．切替過渡期だけに用いる機能の開発は
回避することが望ましいとの各事業者の考
えから，切替に順序性を持たせることでサー
ビス提供事業者は，STM-POIからの入り
呼はSTM-POIで，IP-POIからの入り呼は
IP-POIで接続することとし，STM/IP間の
インタワーク機能の具備を回避することが
できました（図 2）．

PSTN機能シンプル化

PSTNでは加入者交換機がルーチング機
能を持ち，ルーチングに紐付く料金精算や

トラフィック制御等のOpSもPSTN用に
配備していました．そのため，PSTNとIP
網で類似の機能を持つOpSがあり，運用
もそれぞれの網に対して行っていました．

PSTNマイグレーション後，加入者交換
機は「メタル収容装置」として加入者収容
だけの機能を流用し，ルーチングはIP網に
具備することになります．そのため，料金
精算・トラフィック制御等も IP網側のOpS
にPSTN対応の機能を具備することで一元
化し，運用のシンプル化を実現しました．

なお，同一加入者交換機内のお客さまど
うしの接続においては，従来，加入者交換
機内で折り返すルーチングとなっていまし
たが，PSTNマイグレーション後はルーチ
ング機能がIP網に具備されるため，同一「メ
タル収容装置」内の接続であってもIP網経
由でルーチングされることとなります．そ
のため，呼接続では必ずIP網を経由するこ
ととなり，料金精算やトラフィック制御等
もIP網側のOpSで実現可能となりました．

また，従来の加入者交換機のルーチング
では共通線網を介してISUP信号を疎通さ
せていましたが，PSTNマイグレーション
後はIP網経由でルーチングすることとなり
ます．具体的には，PSTNマイグレーショ
ン後はメタル収容装置から信号変換装置を
介してIP網に接続し，ISUPをSIPにインタ
ワークしてルーチングします（図 3）．

また，サービス呼（0AB0）の番号解決
も同様に，IP網へ切替を行っています．従
来はPSTNの代表加入者交換機からサービ
ス提供事業者のサービス提供装置へ共通線
網を介して接続し，番号解決していました．
PSTNマイグレーションにおいて，サービ
ス呼（0AB0）の発信側の切替を契機にIP
網経由のルーチングに移行したことにより，
共通線網を廃止可能となりました．

図図22 ササーービビスス呼呼（（00AABB00））のの切切替替過過渡渡期期
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固定電話発切替における品質向上
の取り組み

PSTN マイグレーションにおいては，
NTT東西の固定電話発通話をIP網に切り
替えるのに合わせて，一部付加サービス等
の廃止，マイライン廃止，および通話料金
の全国一律化等を行いました．これらはお
客さまサービスの仕様に影響するものであ
ることから切替日をあらかじめ公表してお
り，トラブルによる切戻し等のリスクを徹
底的に排除し確実に切り替えることが必要
な状況でした．

そのためにはネットワークの切替だけで
なく，料金請求等にかかわるOpSの切替，
また事前のお客さま周知等，多岐にわたる
対応を行いましたが，ここではまず，ネッ
トワーク切替における品質向上について説
明します．

トラブルリスクを事前に低減する取り組
みとして，まずはひかり電話・他事業者発
着の切替と同様にIOTを行い，事業者間の
信号差分等による不具合を解消しました．
加えて，商用設備と同等の環境であるFI試
験環境を構築し，検証環境では難しい他装
置を含めた商用ネットワーク全体での確認
も実施しました．FI試験実施の背景として，
固定電話発切替の前工程であるひかり電話
発の切替においては特定の接続パターン，
もしくは特定端末の挙動に起因するトラブ
ルが発生していたことから，固定電話発切
替においても商用環境独自の問題が発生す
るリスクを想定し，各相互接続事業者の商
用環境とも接続のうえ，正常に切り替えら
れるかを確認しておく必要がありました．
そのため特定端末の仕様による問題が発生
するリスクの低減に向け，FI試験において

はさまざまな端末（特に，固定電話独自の
端末である公衆電話，G4FAX，緊急呼受
付台等）を用いたバリエーション試験も行
いました．またネットワークからOpSに
連携する課金トラブルのリスクも想定し，
FI環境で生成した課金情報を課金系OpS
へ流通し，料金請求の試験も実施しました．
なお，FI環境は切替手順の習熟の観点でも
活用しました．

ここまでが切替工事のトラブルリスク低
減に向けた取り組みです．それでも切替当
日に万が一トラブルが発生した場合には影
響範囲の極小化と早期回復，および不具合
への対処を容易にする観点から，通話種別
ごと，かつエリアごとに段階的に切替を行
うこととしました．

切替対象は県域→ブロック→全国と 3 段
階に分けて順次拡大することとし，切替後
の安定期間の確保，および不具合発生時の
改修期間の確保等の観点から，約 1 カ月を
かけて全国の交換機（約800ユニット）の
切替を実施しました．先行工事となる県域
単位の切替においては，山形県（NTT東
日本）および鳥取県（NTT西日本）を切
り替え，その後ブロック単位の切替では東
北ブロックおよび中四国ブロック，その後
に残りすべてのエリアの切替を行うことと
しました．

先行工事となる県域単位の切替において
はさらに段階を分け，切替工事日の中でま
ずは対象県域内の 1 ユニットを切り替えて
正常性を確認した後に，残りのユニットを
切り替えることで，万が一の影響を極小化
しました．

切替当日の正常性確認では，万が一呼処
理不可等の重大影響があった場合の長時間
化防止と速やかな社内外への情報発信を行

うために，まずは切替後30分以内に基本機
能（PSTN/ひかり着，他事業者着，緊急呼
着等で呼が正常に接続されること）の試験
を実施しました．基本機能の正常性が確認
された後に，付加サービスや各種端末等の
バリエーション試験，切替後の疎通ルート
でのトラフィック上昇の確認，および課金
処理の正常性確認等を行うなど， 2 段階で
正常性確認を実施することとしました（図4）．

正常性確認で不具合が発見された場合に
は速やかに対処できるよう，影響規模，発
生要因，運用対処可否等に応じた対処方針
をあらかじめ定め，必要な場合には切戻し
をする手順も準備しました．例えば接続先
等によらずすべての呼に影響が生じている
等，重大な不具合が発生した場合には切戻
しを行うことになります．一方，特定の相
互接続事業者との間で不具合が発生した場
合には，全体切戻しを回避するため，事業
者単位で暫定的にSTM-POIに迂回する機
能も準備しました（図 5）．

また，OpS切替の対象である課金系シ
ステムのトラブルを想定し，料金請求タイ
ミングまでにデータ補正する運用対処を含
めて方針を策定しました．

以上の取り組みにより，可能な限りリス
ク低減して切替工事に臨みました．

固定電話発切替の工事統制と情報
発信

固定電話発切替においては，ライフライ
ンである電話サービスを切り替えることを
踏まえ，万が一の不具合発生時には，関係
者での情報連携により迅速に対処方針検
討・判断ができる体制を整えて臨みました．
具体的には，ネットワーク切替，OpS切替，
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サービス切替を同時に行うことから，各切
替班に加え，情報を統括する班や，社外の
各ステークホルダへ情報を発信する班を設
け，切替本部が全体を統制する体制を構築
しました．またNTT東西間の連絡体制も
構築し，体制規模は総勢で約1000名（NTT
東西）となりました．

この体制は本工事に特化したものであっ
たことから事前にリハーサルの訓練を行い，
運用の習熟と課題の対処を行ったうえで切
替当日に臨みました．

社外への情報発信については，切替によ
り一部のサービスに影響が生じることから，
工事スケジュールについてお客さまへあら
かじめダイレクトメールをお送りするとと
もに，工事の 2 週間前からは公式ホームぺー
ジからリンクする特設ページを設けて情報
発信しました．切替工事当日は切替作業完
了，および正常性判定完了の時点でタイム
リーに特設ページを更新して進捗状況を情
報発信するとともに，ステークホルダ（関
係省庁，業界団体，緊急通報受理機関，相
互接続事業者等）へは各窓口から個別に必
要な情報を発信しました．

切替状況は社内でも広く情報共有しまし
た．万が一の不具合の際にはお客さま対応
が必要となることを想定し，コミュニケー
ションツール（Teams/ELGANA等）を活
用して営業アカウントや災害対策室等へ情
報連携しました．

正常性確認はバリエーション試験で網羅
的に行うものの，特定の利用形態等でのみ

発生する不具合がお客さま申告で発見され
る可能性もあることから，PSTNマイグレー
ションに関する問合せ専用のコールセンタ
や故障受付センタ（ 113 ）へ切替影響が疑わ
れる申告があった際には，切替本部へ速や
かに報告するレポートラインを構築しました．
また申告数の推移を把握し，切替後に申告
数の増加傾向がないかも併せて確認しました．

異常が発見された場合には速やかに社内
外へ情報発信するための業務フローを整理
するとともに，想定されるトラブルのパター
ンに応じて社外へ公表する文面フォーマッ
トを準備しました．特に重大事故となり得
る不具合が生じた場合には，30分以内に情
報発信が可能となるように，事前に取り得
る準備は徹底して行いました．

また，本工事における一連の取り組みは，
社内の品質管理・保証組織により，事前に
厳しい品質チェック・評価が行われています．

この組織は，スリーラインモデルの考え
方に基づき構成されています．第一線（施
策実行機能）が品質向上に向けた具体的な
取り組みを推進し，第二線（品質管理機能）
がその内容のチェックとフォローを実施，
さらに独立性の高い第三線（品質保証機能）
が第二線のチェックを補強することで，品
質保証を担っています．また，第三線の機
能として高度な専門性を持つ外部有識者が
参画する社内委員会を設置しています．こ
の委員会では，外部視点からの客観的な指
摘や助言を受けることで，トラブルの未然
防止や発生時の影響最小化を実現し，リス

クマネジメントの強化を図っています（図6）．
結果的に，切替当日には大きな不具合は

発生せず，切替作業は予定どおりに完了さ
せることができました．なお，固定電話発
切替を開始した直後の2024年 1 月 1 日には
令和 6 年能登半島地震が発生しましたが，
切替本部とは別で災害対策態勢を立ち上げ
て対応する一方，切替工事に関しては
NTT東西および持株会社で情報連携し，
切替対象エリアの被災状況や切替実施に必
要な体制等をふまえ，切替工事上の懸念が
ないことを確認し，予定どおり実施するこ
とができました．

相互接続事業者発切替の品質向上

IP-POIの相互接続は各事業者間がそれぞ
れ 1 対 1 での接続となることから，各社間
の網機能の差分や，各社の商用環境に起因
する不具合等のリスクを想定し，事前に事
業者間の接続試験を行いました．

各社は自社環境での検証に加えて，各社
の検証環境へ接続して行う接続試験（IOT）
を行いました．従来，新規に相互接続する
際には，IOTの要否は事業者間の協議で決
定していましたが，PSTNマイグレーショ
ンにおいては各社とも初めてIP-IP接続す
ることになるため，全事業者間でIOTを必
須とするよう，事業者会合の場で合意して
進めました（図 7）．

各種検証を行っても，実際に切り替えた
後には特定の接続パターンや特定端末に起

図図55 固固定定電電話話発発切切替替のの切切戻戻しし・・迂迂回回機機能能
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図 5　固定電話発切替の切戻し・迂回機能
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因する不具合が生じることがありました．
その際には影響規模に応じて切戻し，もし
くはドメインルーチングを継続しつつ接続
ルートをSTM-POIへ迂回する暫定措置も
活用しながら切替工程を進めました．また，
各社間の切替で発生した不具合について，
他社でも発生するおそれのあるものは事業
者会合の場で情報共有することで水平展開
し，同様の事象が発生することを防止しま
した．

各社間の切替期限については，切替工程
の順序性が「着信側の準備→発信側で切替」
であることから，全事業者がIP-POI経由
での着信が可能となる期限を定め，着信側
の準備が整い次第発信側で切替を開始でき
るようにすることで，極力各事業者の発信

切替のスケジュールに柔軟性を持たせるこ
ととしました．また，切替期限である2024
年末までに全事業者間の切替を完了させる
ために，各社ごとに接続事業者との切替時
期を調整完了する目標時期や，切替完了に
向けた中間指標（例：0AB-J着は2024年 1
月末までに少なくとも 1 社と切替等）を設
定し，毎月の事業者会合で進捗状況の可視
化を実施しました．そのうえで定期的に進
捗状況を評価するタイミング（チェックポ
イント）を設け，未達成の事業者について
は個別にフォローアップを実施しました．

最終的には2024年12月に（一部モバイル
発緊急呼を除き）全社の切替が完了しまし
た．全社の切替完了が前提となっていた双
方向番号ポータビリティについても，予定

どおり2025年 1 月に提供開始することがで
きました．

（左から）	 佐藤  良憲/ 黒崎  良一

安全なPSTNマイグレーション実現のために長い期
間，切替方法の検討を実施，ここに完了を迎えまし
た．このノウハウを活かし，これからも，通信ネットワー
クの安定運用に向け，各種ネットワーク移行等の切
替工事を安全かつ確実に進め，高品質で効率的な
ネットワークの実現に貢献していきます．

◆問い合わせ先
NTT 東日本/NTT 西日本

図図66 固固定定電電話話発発切切替替のの品品質質管管理理・・保保証証
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図 6　固定電話発切替の品質管理・保証

図図77 相相互互接接続続事事業業者者発発切切替替のの品品質質向向上上
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